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議案第１号 

役員の選任等について 





１．役員の選任等について 

１－１．役員の選任（総会議決事項） 

規約第11条の規定に基づき、本総会をもって当協議会役員の任期が満了となるため、新役員

を選任する。 

（事務局提案） 

① 理事の選任

氏  名 所 属 備 考 

森 山 𥙿 衆議院議員 再 任

楠 瀬  耕 作 須崎市長 〃

中 原  八 一 新潟市長 〃

遠 藤  譲 一 久慈市長 〃

大 𦚰 崇 日本港湾協会理事長 〃

矢 口  明 子 酒田市長 〃

小 野  共 釜石市長 〃

佐 藤  光 樹 塩竈市長 〃

郡 和 子 仙台市長 〃

石 田 進 神栖市長 〃

上 地  克 明 横須賀市長 〃

松 戸  徹 船橋市長 〃

森  賢 一 川崎市港湾局長 〃

夏 野  元 志 射水市長 〃

茶 谷  義 隆 七尾市長 〃

米 澤  光 治 敦賀市長 〃

池 田  禎 孝 坂井市長 〃

松 島  和 宣 名古屋港管理組合建設部長 〃

下 村  勝 御前崎市長 〃

長 谷 川  憲 孝 神戸市港湾局長 〃

城 﨑  雅 文 宮津市長 〃

尾 花  正 啓 和歌山市長 〃

神 出  政 巳 海南市長 〃

守 本  憲 弘 南あわじ市長 〃

久 保 田  章 市 浜田市長 〃

伊 東  香 織 倉敷市長 〃

松 井  一 實 広島市長 〃

平 谷  祐 宏 尾道市長 〃

篠 﨑  圭 二 宇部市長 〃
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三 浦  茂 貴 海陽町長 〃

泉 理 彦 鳴門市長 〃

桑 名 龍 吾 高知市長 〃

前 田 晋 太 郎 下関市長 〃

足 立 信 也 大分市長 〃

長 野 恭 紘 別府市長 〃

峰 達 郎 唐津市長 〃

荒 木 耕 治 屋久島町長 〃

打 越 明 司 指宿市長 〃

金 澤 俊 苫小牧市長 新 任

齋 藤 正 美 石巻市長 〃

田 中 彰 東京都港湾局長 〃

久 保 田  郁 夫 糸魚川市長 〃

高 梨 記 成 静岡県交通基盤部長 〃

森 智 広 四日市市長 〃

砂 川 勇 二 沖縄県土木建築部長 〃

② 監事の選任

氏  名 所 属 備  考 

植 松  久 尚 横浜港埠頭株式会社 代表取締役社長 再 任

坂 上  隆 株式会社良知経営 常勤監査役 〃

１－２．次期総会開催までの間における役員の欠員補充について(総会議決事項) 

会長に一任する。 

１－３．会長・副会長及び理事長の選任（理事会議決事項） 

総会での理事選任を条件とし改選後の理事会により選任する。 

（事務局提案） 

役  職 氏 名 備  考 

会  長 森 山 裕 再 任

副 会 長 楠 瀬  耕 作 〃

副 会 長 中 原  八 一 〃

副 会 長 遠 藤  譲 一 〃

理 事 長 大 𦚰  崇 〃
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港湾海岸防災協議会 旧役員名簿 

役  職 氏  名 所   属 

1 会 長 森 山 𥙿 衆議院議員 

2 副会長 楠 瀬 耕 作 須崎市長 

3 副会長 中 原 八 一 新潟市長 

4 副会長 遠 藤 譲 一 久慈市長 

5 理事長 大 𦚰 崇 日本港湾協会理事長 

6 理 事 岩 倉 博 文 苫小牧市長 

7 理 事 矢 口 明 子 酒田市長 

8 理 事 山 本 正 德 宮古市長 

9 理 事 小 野 共 釜石市長 

10 理 事 佐 藤 光 樹 塩竈市長 

11 理 事 郡 和 子 仙台市長 

12 理 事 石 田 進 神栖市長 

13 理 事 上 地 克 明 横須賀市長 

14 理 事 松 戸 徹 船橋市長 

15 理 事 松 川 桂 子 東京都港湾局長 

16 理 事 森 賢 一 川崎市港湾局長 

17 理 事 米 田 徹 糸魚川市長 

18 理 事 夏 野 元 志 射水市長 

19 理 事 茶 谷 義 隆 七尾市長 

20 理 事 米 澤 光 治 敦賀市長 

21 理 事 池 田 禎 孝 坂井市長 

22 理 事 森 本 哲 生 静岡県交通基盤部長 

23 理 事 松 島 和 宣 名古屋港管理組合建設部長 

24 理 事 前 葉 泰 幸 津市長 

25 理 事 下 村 勝 御前崎市長 

26 理 事 長谷川 憲 孝 神戸市港湾局長 

27 理 事 城 﨑 雅 文 宮津市長 

28 理 事 尾 花 正 啓 和歌山市長 

29 理 事 神 出 政 巳 海南市長 

30 理 事 守 本 憲 弘 南あわじ市長 

31 理 事 久保田 章 市 浜田市長 

32 理 事 伊 東 香 織 倉敷市長 

33 理 事 松 井 一 實 広島市長 

34 理 事 平 谷 祐 宏 尾道市長 

35 理 事 篠 﨑 圭 二 宇部市長 

36 理 事 三 浦 茂 貴 海陽町長 

37 理 事 泉 理 彦 鳴門市長 

38 理 事 桑 名 龍 吾 高知市長 

39 理 事 前 田 晋太郎 下関市長 

40 理 事 足 立 信 也 大分市長 

41 理 事 長 野 恭 紘 別府市長 

42 理 事 峰 達 郎 唐津市長 

43 理 事 荒 木 耕 治 屋久島町長 

44 理 事 打 越 明 司 指宿市長 

45 理 事 前 川 智 宏 沖縄県土木建築部長 

46 監 事 植 松 久 尚 横浜港埠頭株式会社  代表取締役社長 

47 監 事 坂 上 隆 株式会社良知経営 常勤監査役 
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港湾海岸防災協議会 新役員名簿 

役  職 氏  名 所   属 備 考 

1 会 長 森 山  𥙿 衆議院議員 

2 副会長 楠 瀬 耕 作 須崎市長 

3 副会長 中 原 八 一 新潟市長 

4 副会長 遠 藤 譲 一 久慈市長 

5 理事長 大 𦚰  崇 日本港湾協会理事長 

6 理 事 金 澤 俊 苫小牧市長 新 任 

7 理 事 矢 口 明 子 酒田市長 

8 理 事 小 野 共 釜石市長 

9 理 事 齋 藤 正 美 石巻市長 新 任 

10 理 事 佐 藤 光 樹 塩竈市長 

11 理 事 郡  和 子 仙台市長 

12 理 事 石 田   進 神栖市長 

13 理 事 上 地 克 明 横須賀市長 

14 理 事 松 戸   徹 船橋市長 

15 理 事 田 中 彰 東京都港湾局長 新 任 

16 理 事 森 賢 一 川崎市港湾局長 

17 理 事 久保田 郁 夫 糸魚川市長 新 任 

18 理 事 夏 野 元 志 射水市長 

19 理 事 茶 谷 義 隆 七尾市長 

20 理 事 米 澤 光 治 敦賀市長 

21 理 事 池 田 禎 孝 坂井市長 

22 理 事 高 梨 記 成 静岡県交通基盤部長 新 任 

23 理 事 松 島 和 宣 名古屋港管理組合建設部長 

24 理 事 森   智 広 四日市市長 新 任 

25 理 事 下 村   勝 御前崎市長  

26 理 事 長谷川 憲 孝 神戸市港湾局長 

27 理 事 城 﨑 雅 文 宮津市長 

28 理 事 尾 花 正 啓 和歌山市長 

29 理 事 神 出 政 巳 海南市長 

30 理 事 守 本 憲 弘 南あわじ市長 

31 理 事 久保田 章 市 浜田市長 

32 理 事 伊 東 香 織 倉敷市長 

33 理 事 松 井 一 實 広島市長 

34 理 事 平 谷 祐 宏 尾道市長 

35 理 事 篠 﨑 圭 二 宇部市長 

36 理 事 三 浦 茂 貴 海陽町長 

37 理 事 泉   理 彦 鳴門市長 

38 理 事 桑 名 龍 吾 高知市長 

39 理 事 前 田 晋太郎 下関市長 

40 理 事 足 立 信 也 大分市長 

41 理 事 長 野 恭 紘 別府市長 

42 理 事 峰   達 郎 唐津市長 

43 理 事 荒 木 耕 治 屋久島町長 

44 理 事 打 越 明 司 指宿市長 

45 理 事 砂 川 勇 二 沖縄県土木建築部長 新 任 

46 監 事 植 松 久 尚 横浜港埠頭株式会社  代表取締役社長 

47 監 事 坂 上 隆 株式会社良知経営 常勤監査役 
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議案第２号 

令和６年度 

事業報告及び収支決算報告について





令和６年度事業報告 

１． 第６４回通常総会（第６７回理事会と同時開催） 

・日  時 令和６年５月２９日（水）１１：００～１１：３０  

・会  場 ふくやま芸術文化ホール リーデンローズ（１Ｆ小ホール） 

・出席者等 会員４４７名（うち委任状４０４名） 

・付議事項 次の議案を審議し、いずれも原案のとおり承認決定した。 

(1) 役員の選任等について

(2) 令和５年度事業報告及び収支決算報告について

(3) 令和６年度事業計画及び収支予算（案）について

(4) 第６５回通常総会開催地及び開催時期について

２． 第６７回理事会（第６４回通常総会と同時開催） 

・日  時 令和６年５月２９日（水）１１：００～１１：３０  

・会  場 ふくやま芸術文化ホール リーデンローズ（１Ｆ小ホール） 

・出席者等 理事２１名（うち委任状９名）、監事２名 

・付議事項 次の議案を審議し、いずれも原案のとおり承認決定した。 

(1) 役員の選任等について

(2) 令和５年度事業報告及び収支決算報告について

(3) 令和６年度事業計画及び収支予算（案）について

(4) 第６５回通常総会開催地及び開催時期について

３． 港湾海岸防災事業促進運動 

(1) 港湾海岸防災事業促進運動

港湾関係団体と共催で、令和６年１１月２８日、ＡＮＡインターコンチネ

ンタルホテル東京において「経済と暮らしを支える港づくり全国大会」を開

催し「港湾整備・振興に関する要望書」を採択した。これら要望書も踏まえ、

全国の海岸関係者がそれぞれ各地域の事業促進、災害復興再生のため政府や

国会議員等に要望活動を展開した。 
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(2) 全国海岸事業促進連合協議会による第２８回海岸シンポジウムの実施 

海岸シンポジウムは、海岸事業促進運動の一環として、国土交通省、農林

水産省後援のもとに、全国海岸事業促進連合協議会（会長：磯部雅彦 高知 

工科大学・東京大学名誉教授、構成団体：港湾海岸防災協議会、全国農地海

岸保全協会、全国漁港海岸防災協会、一般社団法人 全国海岸協会）が主催し

て毎年度開催している。 

開催幹事は輪番で、今回は全国漁港海岸防災協会が幹事を務め、「津波防

災のハード・ソフト対策」をテーマに、令和６年１１月２８日（木）１３時

から星陵会館（千代田区永田町）において、海岸管理者、関係市町村、民間

企業等、２５９名（会場１１０名、オンライン１４９名）の参加があった。 

シンポジウムでは、磯部雅彦 会長の開会挨拶後、以下のテーマ及び講師に

よりご講演をいただいた。 

○第１部：能登半島地震津波について 

     ・「能登半島地震津波の現地調査報告」 

金沢大学 理工研究域 地球社会基盤学系教授 由比 政年 

     ・「能登半島地震津波被害からの復旧・復興支援」 

          水産庁 事業課 直轄代行チーム 漁港漁場専門官 西村 裕穀  

    ○第２部：津波防災のハード・ソフト対策 

・「高知県の海岸事業について」 

     高知県 土木部 港湾・海岸課長 岡本 通伸 

     ・「津波地域防災づくりについて」 

          気仙沼市 ガス上下水道部長   菅原 正浩 

     ・「東日本大震災の記憶の継承について」 

          認定特定非営利活動法人 桜ライン３１１ 

               代表理事  岡本 翔馬  

 

４．防災関係事業の啓発宣伝 

(1) 季刊誌「波となぎさ」№221号・№222号を各1,650部発行し頒布した。 

(2) 本会と公益社団法人日本港湾協会との共催、国土交通省後援、富士フイル

ムイメージングシステム株式会社外６団体協賛のもとに「港の風景」写真コ
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ンテスト2024を実施した。 

(3) 海岸愛護思想の普及と啓発を目的として国土交通省及び地方自治体が７

月に実施する「海岸愛護月間」の趣旨に賛同し協賛した。 

５．調査研究 

海岸管理者、関係市町村、関係民間企業等を対象として、海岸の管理や防災面

における課題等について話題提供及び意見交換等を行う港湾海岸防災研究会を平

成２９年度から開催しており、本年度は令和７年２月６日（木）１４時から公益

社団法人日本港湾協会会議室において、対面とＷＥＢのハイブリッド形式で、

１２０名（会場２０名、オンライン１２０名）の参加を得て開催した。 

守屋正平座長（元国土交通省港湾局海岸・防災課課長）の挨拶後、以下のテー

マ及び講師によりご講演いただいた。 

➀「最近の情勢について」

国土交通省港湾局 海岸・防災課 海岸・防災企画調整官 小山 真人

②「青森港海域環境創造事業」

～あおもり駅前ビーチ 通称：A－BEACH 
青森県土整備部 港湾空港課 課長 橋本 公学

③「１０００年に一度の津波対策の完了について」

神戸市港湾局 海岸防災課 課長 森本 良二

④「アクリル防潮壁の適切な使い方について」 

シ－ウォ－ル推進協議会 北濱 小百合 

６．講習会・講演会等の実施 

公益社団法人日本港湾協会主催の研修に協賛した。 

・ 港湾行政実務研修 …………令和６年６月２５日～６月２６日 

・ 港湾行政セミナー …………令和６年１１月２７日 
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（収入の部）

予算額 決算額 比較増△減 摘要

318,003 318,003 0

9,960,000 9,960,000 0

600,000 684,702 84,702

10,878,003 10,962,705 84,702

（支出の部）

予算額 決算額 比較増△減 摘要

860,003 667,000 △ 193,003

嘱託手当 700,000 604,000 △ 96,000

旅費交通費 10,000 5,000 △ 5,000

通信費 120,000 40,000 △ 80,000

備品消耗品費 20,000 17,000 △ 3,000

雑費 10,003 1,000 △ 9,003

810,000 1,042,680 232,680

総会費 800,000 1,041,680 241,680

会務打合費 10,000 1,000 △ 9,000

３．事業費 9,208,000 8,169,319 △ 1,038,681

港湾海岸整備促進費 1,500,000 1,154,850 △ 345,150

雑誌発行費 5,000,000 4,444,000 △ 556,000

調査研究費 2,658,000 2,548,469 △ 109,531

講習会・講演会等費 50,000 22,000 △ 28,000

0 0

10,878,003 9,878,999 △ 999,004

0 1,083,706 1,083,706

（単位：円）

科 目

１．事務費

令和６年度収支計算書

 自　令和　６年４月　１日

至 令和　７年３月３１日

（単位：円）

科 目

１．前年度繰越金

２．会議費

合 計

次 年 度 繰 越 金

２．会費負担金

３．雑収入

合 計

－ 8 －



財 産 目 録

令和７年3月31日現在 

(単位 円) 

科 目 内 容 金 額 

資産の部 

流動資産 1，083,706 

現金預金 

普通預金 三井住友銀行 赤坂支店 1，083,706 

合 計 1，083,706 

負債の部 

正味財産 1，083,706 

合 計 1，083,706 

－ 9 －



－ 10 －



議案第３号 

令和７年度 

事業計画及び収支予算について





令和７年度事業計画 

Ⅰ 会  議 

１． 第６５回通常総会（第６８回理事会と同時開催） 

日 時 令和７年５月２８日（水）１１：００～１１：３０ 

会 場 那覇文化芸術劇場なはーと 小劇場 

付議事項 

(1) 役員の選任等について

(2) 令和６年度事業報告及び収支決算報告について

(3) 令和７年度事業計画及び収支予算について

(4) 第６６回通常総会開催地及び開催時期について

２． 第６８回理事会（第６５回総会と同時開催） 

日 時 令和７年５月２８日（水）１１：００～１１：３０ 

会 場 那覇文化芸術劇場なはーと 小劇場 

付議事項 

(1) 役員の選任等について

(2) 令和６年度事業報告及び収支決算報告について

(3) 令和７年度事業計画及び収支予算について

(4) 第６６回通常総会開催地及び開催時期について
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Ⅱ 事  業 

１．港湾海岸防災事業促進運動 

関係諸団体とともに予算、制度の拡充を図るための運動を展開する。 

また、港湾海岸防災協議会等で組織する、全国海岸事業促進連合協議会の主

催による第２９回海岸シンポジウムを開催する。  

２．港湾海岸防災事業の啓発宣伝 

(1) 季刊誌「波となぎさ」を発行する。

(2) 「港の風景」写真コンテスト2025を公益社団法人日本港湾協会と共催で

実施する。

(3) 海岸愛護思想の普及と啓発を目的として、国土交通省及び地方自治体が

主催する「海岸愛護月間」に協賛する。 

３．調査研究 

海外及び国内港湾海岸事業に関連する調査研究を行う。 

港湾海岸関係の管理及び防災関係の課題について、研究会を実施する。 

４．講習会、講演会等の開催 

港湾行政実務研修、港湾行政セミナー及び港湾講演会等の開催に協賛する。 
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令和７年度年収支予算書

（収入の部） (単位：千円)

科 目 本年度予算 前年度予算 比較増△減 摘　要

１．前年度繰越金 1,083 318 765

２．会費負担金 9,500 9,960 △ 460

３．雑収入 600 600 0

合 計 11,183 10,878 305

（支出の部） (単位：千円）

科 目 本年度予算 前年度予算 比較増△減 摘　要

１．事務費 860 860 0

嘱託手当 700 700 0

旅費交通費 10 10 0

通信費 120 120 0

備品消耗品費 20 20 0

雑費 10 10 0

２．会議費 1,010 810 200

総会費 1,000 800 200

会務打合費 10 10 0

３．事業費 9,313 9,208 105

港湾海岸整備促進費 1,500 1,500 0

雑誌発行費 5,000 5,000 0

調査研究費 2,763 2,658 105

講習会・講演会等費 50 50 0

合計 11,183 10,878 305

 自  令和７年４月  １日
　至  令和８年３月３１日
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議案第４号 

第６６回通常総会開催地及び 

開催時期について 





第６６回通常総会（令和８年度）を神奈川県 

横須賀市において開催する。 

開催日 令和８年５月２７日(水) 

会 場 横須賀市総合体育館 

（横須賀アリーナ）「メインアリーナ」 
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